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はじめに
　藻場は，主に，大型海草・藻類の群落を指す。
近年は，淡水域の琵琶湖において沈水植物帯を
藻場と表現する文献も見られる（千葉ら1979）。
本誌において，水中に生育する植物の総称（淡
水藻，水草，海藻および海草）を「藻」とし，藻
場を，藻が疎生から密生して生えている広い群
落あるいは2つ以上の群落を含む広い場とする
との捉え方（新井2002）が示された。
　浅海域では，遠浅で，波あたりの厳しくない
干潟の沖側に海草のアマモが多い。干潟の周辺
の岩や石には海藻のコンブ，ホンダワラ類およ
びアラメ・カジメなどが生育する。1991年時点
で日本の浅海域の藻場は総面積201,200haで，水
深20m以浅の海域面積3,088,000haの7％を占め
るに過ぎない（環境庁自然保護局1994）。藻場は，
好適な立地環境条件の範囲が狭いことから，な
おさら，存在が貴重なのである。
　
沿岸の人工化と藻場の消滅
　日本の海岸線は，既に48％が構造物や施設設
置で人工化されている（図１）。海岸線の人工化
に伴って，197 8 年以降に日本の浅海域では
6,400ha（現存面積の3％）の藻場が消滅した（環
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境庁自然保護局1994）。藻場消滅の原因の第一位
は，埋め立てなど直接改変（全体の28％）であ
る。
　藻場が成立する立地環境は，沿岸開発の観点
からも絶好の埋め立て適地であった。近年，浅
海域を仕切り干出させる干拓に替わり，サンド
ポンプなどの土木機械によって大規模に海底に
盛り土する埋め立てが急速に増加した（図２）。
そのため，浅海域の水深20ｍほどまでに分布す
る藻場は， 埋め立て地の下敷きとなって消滅する
場合が増えたのである。埋め立て面積は戦後だ
けで145,000ha（明治時代から戦前までの実績の
10倍以上）にのぼる（若林 2000）。　　　　　
　藻場の消滅原因の第二位は“磯焼け”（主に外
海に面した岩礁域の藻場の急激な衰退現象）15
％であるが，続く海況変化16％，不明41％を合
わせても，大部分が未解明であることがさらに
問題である。
　淡水域では，湿地は,干拓，浚渫による水路の
造成，埋め立て，排水，地下水汲み上げなどに
よって直接的に,さらに堆積物の変化,運河など
の水文学的な改変および石油などの汲み上げに
よる地盤沈下などによって,消滅し衰退している
（国際自然保護連合1993）。淡水域の藻場の消滅

図１　日本での自然海岸率の推移（敷田・小荒井1997） 図２　海面埋め立ての様式（川崎ら1977）
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に関する正確な統計は，調べた範囲では見当た
らない。しかし，淡水域においても，自然湖岸率
が59%,  河川水系の自然水際線率が79%と低下
してきている（環境庁自然保護局1989）。一方で，
長野県の野尻湖において，放流されたソウギョ
の採食によって消滅した車軸藻の藻場を回復さ
せる試みが行われている（樋口ら 2000）。

藻場の回復技術の到達点と方向性
　藻場の回復は，自然環境を改変するという意
味で開発行為を伴うからこそ，より高度な技術
が求められる。近年，漁港の防波堤の修築部に，
藻場が持続している水深帯までの嵩上げにより，
移植を要さず，維持のための管理を必要としな
いメンテナンスフリーの藻場を形成させる事業が
開始された（水産庁漁港部，1999）。さらに，自然
海底における藻場の成立条件を模倣し，多様な環
境の複合的な藻場を回復させる技術開発の方向性
が示された（水産庁中央水産研究所，1997）。これ
らの場合では，海草・藻類の移植は特に奨励され
ていない。一方で，確実な進展を見せる海藻類の
人工種苗などの移植を用いる技術も集約されてい
る（港湾空間高度化センター 1998）。

　藻場の回復に向け，沿岸域の総合的な管理の
一環としての連携と協力の提案 (図３)を参考に，
以下の３点に着目したい。
（１） 藻場の衰退した自然海底での回復
　磯焼け発生域など極めて広い面積が対象であ
る。外海域では海水温の上昇によるウニや藻食
魚の採食圧の増加，逆に，内海・内湾域では透明
度の低下や藻体や着生基盤への浮泥の堆積が主
要因である。最も難しく，主要因を緩和するた
めのより広域的な連携と協力に基づく対策が必
要である。
（２） 局所的な生育基盤の回復
　沿岸開発が進んでいる地先において，潮間帯
の干潟・磯浜から潮下帯まで続く浅海底の回復
を念頭に，対象海藻類の局所的な生育環境を模
倣した人工基盤を整備する。その基盤では，周
辺海域の大型褐藻の生育環境と類似の条件とな
り，メンテナンスフリーの藻場が形成される
（Terawaki et al 2000， Terawaki et al 2001）。
（３） 人為的管理を必要とする人工基盤
　沿岸開発が進んでいる地先において，基盤へ
の堆泥の増加および固着動物の被覆などにより，
海藻の入植が阻害される場合，定期期的に，あ

図３　藻場の回復に向けての連携と協力の案（寺脇ら2001）
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る程度生長した種苗を移植することで，海底の
緑化が可能である。コストが高く，藻場の持続
と生物生産などの経済効果を見込むことは，現
状では困難である。雇用の創出などを含め，海
中の緑化が本体となる事業で有効となろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
おわりに
　筆者らは，藻場の分布の制限要因の理解の観
点から，各地の藻場を景観模式図として記録す
る試み（寺脇・新井2002）を継続している。今
後は，「対策のための技術」だけではなく，問題
の性質や対策の進め方など，基本的な考え方が
問われることになる（敷田2002）。それは，第1
に藻場の回復に関して社会的な合意を得る努力，
第2に藻場の変化をよく見きわめてからの復元
の選択，第3に地域の人々の暮らしや経済の変化
の考慮，に集約される。藻場の回復における食
害問題の解決は，消費者に間接的に参加しても
らうことを含み，沿岸域の総合的な管理におけ
る重要なテーマであることを，強調しておきた
い（図４）。
　本稿の取りまとめに当たり，有益なご教示を
いただいた立命館大学大学院理工学研究科総合
理工学専攻博士後期課程の田中周平氏に，厚く
感謝する。
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図４　管理対象の拡大：種からプロセスへ（敷田2002）


